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憲法と
国家予算の理論

他国に類を見ない独特の形式を採る
我が国の「予算理論」を巡る問題を詳解。

夜久 仁 著

●本書は、国会職員として豊富な実務経験をもつ著者

が、憲法上における「予算の法的性質」について実

務的・歴史的・学術的な視点から解明を行ったもの

です。

●憲法改正論議が本格化すると見込まれるなか、歳入

出という国家政策の根幹に関わる問題を論じ、巻末

には財政関係規定の憲法改正試案を提示するな

ど、極めて今日的意義を持った１冊となっています。
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